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概 要  
中型および⼤型⾞は、⽶国の運輸分野における温室効果ガス(GHG)排出量の 21%を占め、⼤気汚染
の主要な原因となっている。バッテリー電気⾃動⾞や⽔素燃料電池電気⾃動⾞(EV、FCEV)などのゼ
ロエミッション⾞(ZEV)の TCD(総運⾏コスト：Total Cost of Driving)が、代替エネルギー導⼊シナ
リオの下でどのように変化するかを調べた。⾞両と燃料の継続的な改善により、ZEV は急速に実⽤
化が進み、2035 年までにすべての市場分野でディーゼル⾞と同等またはそれを上回る TCD に達す
る可能性がある。⼤型⻑距離トラックの場合、EV は充電コストが 0.18 ドル/kWh 未満になれば TCD
ベースで競争⼒を発揮し、FCEV は⽔素コストが 5 ドル/kg 未満になれば TCD ベースで競争⼒を持
つようになる。2035 年までに ZEV 販売に完全に移⾏すると、これは⽀援政策がなかった 2019 年と
⽐較して 2050 年までに 65%の排出量削減が達成される。インフレ抑制法(Inflation Reduction Act)
の⾞両購⼊クレジットなどのインセンティブにより、ZEV の TCD の競争⼒はさらに加速し、今後
5 年間で⼤きな実⽤化が⾒込まれる。  
 
はじめに 
中型および⼤型⾞(MHDV)は、さまざまな⽤途に使⽤される⾞両総重量規格(GVWR)が 10,000 ポン
ド （約 4.5 トン）を超える⾃動⾞交通⽤⾞両であり、⽶国の道路を⾛⾏する⾞両の 5%であるが、⽶
国の運輸分野における温室効果ガス(GHG)排出量の 21%を占めており、将来は⼩型⾞の成⻑を上回
ると予想されている。1‒3 MHDV の GHG 排出量削減は、気候変動の緩和と地域の⼤気質改善の取り
組みの両⽅にとって重要な優先事項となっている。ZEV には、EV や FCEV など、テールパイプから
の排出ガスのない⾞両が含まれ、これらの⽬標を達成するための主要なソリューションとして認識
されている。1,4,5 提案あるいは発表されている政策措置には、⼤気質と GHG 排出基準の強化、ZEV
購⼊補助⾦、研究開発への投資、インフラの導⼊などがある。6,7 例えば、インフレ抑制法(IRA)には、
EV や FCEV を含む適切なクリーン⾃動⾞の購⼊に対して最⼤ 40,000 ドルの税額控除が含まれてお
り、インフラに対するインセンティブも盛り込まれている。8 最近では、⽶国環境保護庁(EPA)が、
2027 年から 2032 年モデルの MHDV に対する GHG 排出規制をより厳格にすることを提案してい
る。9 我々は、ゼロエミッション EV と FCEV の総⾛⾏コストが、将来の技術進歩と燃料コストの代
替エネルギー導⼊シナリオの下でどのように変化するかを推定するための包括的なモデルを提⽰す
る。これらの考察を使⽤して、すべての⾞両クラスで ZEV の導⼊がどのように進展するかを探り、
運送事業者の売上⾼とエネルギー消費を計算し、複数の技術、燃料、および政策の感度を評価して、
すべての MHDV ゼロエミッション⾞に関する議論に資する情報を提供する。 

これまでのところ、ZEV が既存の MHDV に占める割合はわずかであり(2022 年現在、⽶国では
バスを除き約 3,100 台 10)、購⼊コストが⾼いこと、充電または燃料補給インフラの不⾜、運送事業
改⾰など物流上の課題等、短期的な障壁に直⾯している。11,12 しかし、最近の技術進歩と、官⺠の興
味により脱炭素輸送対応への投資が促進されたことにより、EV は急速に実⽤可能なソリューション
になりつつある。10、13、14 FCEV は、⾞両購⼊インセンティブを考慮しても、MHDV のアプリケーシ
ョンとしてはまだ競争⼒はないが、⻑距離運⾏や多⽤途アプリケーションなど、電化が困難な市場分
野に費⽤対効果の⾼いソリューションを提供できる可能性がある。15 MHDV には、技術的および経
済的要件が異なる多くの異なる市場分野があり、その結果として、ゼロエミッション技術のコスト
競争⼒に違いが⽣じている。⽶国の運送事業⽤ MHDV には、GVWR が 10,000 ポンド（約 4.5 ト
ン）から 33,000 ポンド（約 15 トン）を超える⾞両、年間 10,000 マイル（約 16,000km）未満から
年間 200,000 マイル（約 320,000km）を超える⾞両があり、さまざまな貨物や貨物以外のアプリケ
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ーションに対応している。図 1 は、2019 年における⽶国の運送事業⽤ MHDV 全体の⾞両保有台数、
⾛⾏距離(VMT：vehicle-miles traveled)、エネルギーおよび GHG 排出量の分布をまとめたもので、
バスを除く GVWR が 10,000 ポンドを超えるすべての貨物および⾮貨物 MHDV を考慮している。
3,16〜18 ⼤型トラック(クラス 7〜8、GVWR が 26,000 ポンド以上)は、MHDV の総保有台数の 43%で
あるが、VMT の 63%、エネルギー使⽤量と GHG 排出量の 74%を占めており、⻑距離トラックは
排出量に対して相対的に⼤きな割合を占めている。中型⾞(クラス 3〜6、または GVWR が 10,000〜
26,000 ポンド)は、運⾏が少なく、燃料効率が⾼い傾向があるため、排出量は保有台数のシェアより
も相対的に低くなる。保有台数と排出ガスシェアの⼤きな違いは、⾞両のサイズと年間⾛⾏距離に
より、⾼い ZEV 販売または保有台数シェアは GHG 排出削減に⽐例しない可能性があることが⽰唆
される。この運送事業⽤ MHDV の不均⼀性は、総運転コストベースで内燃機関⾞(ICEV)およびハ
イブリッド電気⾃動⾞(HEV)との ZEV 競争⼒にも影響を及ぼし、⾞両設計(⾞両航続距離、出⼒、
重量要件を含む)とインフラのニーズ(EV の低速または急速充電、EV および FCEV のローカルまた
は地域の燃料補給ネットワーク)を最適化するためのさまざまな要件や機会に影響する。 
 

 
 

図 1. 2019 年の MHDV ⾞両保有台数、VMT、エネルギー使⽤量 ・GHG 排出量のシェアを⾞両ク
ラス別、⽤途別に⽐較  

Annual Energy Outlook、Freight Analysis Framework、および 2002 Vehicle Inventory and Use.Survey のデータに基づく。
16‒18 さまざまな⾞両クラスを⾊で区別し、それぞれのクラスの⾊合いは運⽤分野を⽰しており、明るい⾊合いは、短距離の
運⽤分野を⽰す。⼤型の⾞両(クラス 7〜8 の⼤型トラック)は、⾛⾏距離が⻑く、燃費が低くなる傾向があり、その結果、
エネルギー需要および GHG 排出量は不釣り合いになっている。 

 
将来の技術動向の予測は複雑で、多くの要因が消費者の意思決定に影響を与えるが、経済性はビ

ジネス⽤途における技術選択の重要な決定要因である。過去の研究では、⽶国および国際的な環境
における特定の⾞両クラスとアプリケーションに対するゼロエミッション技術の競争⼒を、総所有
コスト(TCO)または総運転コスト(TCD)の指標を使⽤して評価してきた。どちらの指標も、⾞両の
初期費⽤と経常的な運⾏コスト(燃料費とメンテナンス費⽤を含む)を⼀定期間にわたった節減を考
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慮しており、通常の評価は⾞両の所有期間や寿命よりも短い(つまり、⾞両運⽤の最初の数年間の財
務実績を⽐較)。TCO は、ドライバーの賃⾦、保険、TCD によって節約された中古販売または価値
上昇などの運⾏コストを追加で考慮する場合がある。積載量の制限によるコストや燃料補給に費や
された時間などの他のコストは、研究内容に応じてこれらのフレームワークに組み込まれる場合が
ある。⼀般的に、コスト分析は将来の技術動向や不確実である燃料コスト予測など、⼊⼒情報の仮定
に⾮常に左右されるが、複数の研究により、ZEV 技術は、2030 年から 2040 年の間に⼀部またはす
べてのクラスおよび市場分野でディーゼル⾞と TCO または TCD ベースでコスト競争⼒を持つよ
うになることがわかっている。ハンターら 15 は、⽶国の中型および⼤型トラックの従来型、ハイブ
リッド、および ZEV 技術の TCO を推定しており、EV は積載重量の制約がない単⼀シフト業務で
2050 年より前に従来型およびハイブリッド技術と競争⼒を持つことができるのに対し、FCEV は
2050 年より前にマルチシフトの積載重量に制約がある運⽤で競争⼒を⾼めることができることがわ
かった。ITF19 と Tanco ら 20 は、欧州とラテンアメリカの環境において、それぞれ TCO ベースで
ZEV のコスト競争⼒を評価し、2030 年から 2050 年までの複数の⾞両クラスと市場分野、特に軽量
の短距離⾞両において TCO 競争⼒があることを⾒いだした。他の分析では、TCO の競争⼒は早期
に達成できることがわかった（いずれも Phadke ら）。21ICCT22,23 は、⽶国において EV がクラス 8 の
⻑距離⽤途において、2030 年またはそれ以前に従来⾞と同等の TCO を達成できると結論付けてい
る。 （Moultak ら）.23 また、FCEV もこのタイムスケールで同等の TCO を達成できることを明らか
にしている。Burke ら 24 は、EV と FCEV が⻑距離および短距離の⽤途において 2030 年までに 
ICEV と同等の TCO に近づくことができることを⾒いだした。⼀般的に、これらの分析は、軽量
⾞両クラスの ZEV は、より重いクラスよりも早く(2030 年以前)従来⾞およびハイブリッド⾞で
TCO または TCD 競争⼒を達成する可能性が⾼く、EV はこれらのクラスで最も競争⼒のある技術
であることを⽰唆している。FCEV の競争⼒は、⽔素のコストと競合する EV 技術に関する仮定に⼤
きく依存することがわかっている。Hunter ら 15 は、再充電に費やす時間が⻑く機会損失が⼤きい市
場分野(⻑距離運転など)において、燃料電池がより⼤きな可能性を持つことを⽰している。他の研究
では、コスト競争⼒を考慮しないときの、運送事業の運⽤特性に基づいた電動化の可能性を評価し
ている。Lund ら 25 は、既存の⾛⾏サイクルでの分析を⾏い、カリフォルニア州とニューヨーク州
の MHDV を⽤いた運送事業のかなりの部分(中型トラックの 65%、⼤型トラックの 50%)で、現在、
電動化が実現可能であることがわかった。Liimatainen ら 26 および Cabukoglu ら 27 はまた、欧州の
状況における MHDV を⽤いた運送事業の電化の可能性を評価している。この知⾒では、短期的には
電動化は、積載量の制約や⽇々の⻑距離移動の制約の可能性があるが、特に中型トラックでは⾼い
可能性があることを⽰した。欧州では、Earl ら 28 と Ainalis ら 29 は、EV は効率が⾼く、燃料費と
保守費⽤低減が⼤きいため⻑距離輸送に適しており、FCEV よりも競争⼒が⾼い可能性があること
を⽰している。最近の多くの研究では、⼀つ以上の市場分野における ZEV の経済的競争⼒と技術的
実現可能性が評価されているが、これまでのところ、⾞両の TCD 競争⼒、実⽤性、エネルギー消費、
および運送事業の売上⾼を、すべての MHDV ⽤途にわたる全体的なフレームワークで検討した研
究はほとんどない。Moultak らは 23 ⽶国、欧州、中国における EV と FCEV の普及率の変化がエネ
ルギーと排出ガスに与える影響を、運送事業の売上⾼モデルを⽤いて評価しているが、コストやそ
の他の要因に基づいて内因的に計算するのではなく、外因的に決められた導⼊の道筋を使⽤してい
る。Ledna ら 3 は、⽶国の運送事業⽤ MHDV の初期の全体的なフレームワークを提⽰し、ZEV がす
べての市場分野で 2035 年までに TCD パリティを達成できること、およびその前提条件下では運送
事業の売り上げを加速することなく⼤幅な排出削減が達成できることを⾒いだした。この研究は、
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Ledna らによって、追加の感度分析を含む前提条件の更新により、2022 年の IRA の⾞両購⼊クレ
ジットの影響を含むように分析を拡⼤している。本研究では、現在から 2050 年までの⽶国の MHDV
の市場分野全体における ZEV 市場導⼊率、エネルギー消費、排出削減ポテンシャルを経済的な観点
から評価する。我々の分析は、2002 年の⾞両インベントリおよび利⽤調査(VIUS)18 と貨物分析フレ
ームワーク(FAF)17 を統合し、セグメント間の⽇次および年次 VMT の違いを含む⽶国固有の運⽤特
性 を 把 握 し て い る 。 我 々 は 、 分 野 全 体 の 交 通 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム モ デ ル で あ る
TEMPO(Transportation Energy & Mobility Pathway Options)モデル 30 を使⽤して、すべての MHDV
技術の総運⾏コスト、新⾞購⼊、投資効率、⾞両活動量、およびその結果としてのエネルギー消費と
GHG 排出量を推定する。我々の分析は、⾞両の使⽤とエネルギー消費におけるさまざまな MHDV
市場分野の違いを独⾃に捉えている。2022 年の IRA MHDV 商⽤⾞税額控除(条項 45W)の影響を含
む、技術コストと進捗感度、燃料コスト、政策など、さまざまなシナリオを検討し、TCD の競争⼒
への影響に重きを置いた。インフラや製造上の制約など、実際の ZEV 販売を減少または遅延させる
可能性のあるその他の要因については、ここでは説明しない。我々の分析は、次の疑問に答えるこ
とを⽬的としている。 

 
表 1. TCD 計算で使⽤される主な前提条件、主要シナリオ 

⾞両の購⼊コストと燃費の仕様は、アルゴンヌ国⽴研究所 31 が実施したシミュレーションに基づき、表 1 に記載した
構成部品の特性と⼀致している。ディーゼル燃料価格は、Annual Energy Outlook （AEO）2023 年版 2 による。⼀⽅、⾞
庫と経路（回廊）の充電コストは、ステーションのコストと利⽤率を含めて⾒積もられている。32 ⽔素コストは、DOE 
の⽬標値に基づき、投資とインセンティブを含んでいる。33 これらおよびその他の前提条件については、STAR の⽅法
と補⾜情報のセクションで詳しく説明している。 
a 燃料コストおよび充電、燃料補給インフラを含む 
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(1) ⽶国エネルギー省 (DOE) が開発した技術と燃料の進歩の道筋 (STAR メソッドのセクショ
ンで詳しく説明) に基づいて、MHDV の短期的 (2030) および⻑期的 (2050) の ZEV 導⼊の
可能性はどの程度か?  

(2)技術や燃料の進歩を取り巻く感度は、ZEV の導⼊や排出削減にどのように影響するか?  
(3)ZEV の導⼊可能性と排出削減量は、MHDV 市場分野間でどのように異なるか? 
(4)IRA の条項 45W 税額控除は、短期的に MHDV TCD の競争⼒と潜在的な排出削減にどのよう

に影響するか? 
 
我々の調査結果は、DOE および業界が設定した⽬標に沿って、⾞両および燃料に関する技術の継

続的な進歩により、ZEV は 2035 年までに⽶国のすべての市場分野で従来のディーゼル技術とハイ
ブリッドディーゼル技術と同等に達することができることを⽰している。技術と燃料に関する感度、
特に EV と FCEV のトレードオフには⼤きなばらつきがあることが分かる。設定した前提条件にお
いて IRA 税額控除がない状態で、ZEV は⾞両運⽤の最初の数年間で⾞両購⼊コストと運⾏コスト削
減が加わった結果、2030 年までには、MHDV の全販売台数の 38%で最も低コストの技術になる。
IRA の⾞両購⼊インセンティブは、従来⾞よりも安い ZEV の販売シェアを⼤幅に増加させることが
できる(製造やインフラの制約がないと仮定すると、2030 年までに 80%以上になる)。設定した前提
条件の下での全体的な排出削減量は、⾞両保有台数の⼊れ替えに時間がかかるという制限を加味す
ると、2019 年⽐で 2050 年までにおよそ 65％、IRA 購⼊クレジットを加味するとおよそ 70％であ
る。排出量への影響も、感度によって⼤きく異なる。 
 
結 果  
主要シナリオでわかったこと 
まず、従来の MHDV 技術、ハイブリッド技術、およびゼロエミッション MHDV 技術の TCD 競争
⼒を設定した前提条件の下で評価する(表 1 を参照)。中⼼となる技術の前提条件は、⽶国エネルギ
ー省の EV および FCEV テクノロジーに関する⾼度な技術進歩シナリオに基づいており(Islam ら 31

により論⽂となっている)、業界の審査を受けている。なお、IRA などの⽀援的政策は除外されてい
る。また、ZEV ならびに従来の技術および燃料に関し前提条件を変えた 10 の追加シナリオも検討
する(次のセクションを参照)。さまざまな技術オプションの競争⼒を評価するために、3 年から 5 年
の時間軸で、⾞両購⼊コスト、燃料コスト(EV および FCEV のインフラの平準化コストを含む)、メ
ンテナンスコスト、および充電時間(EV の収益化コスト)を考慮して TCD を算出する。パワートレ
インは、従来型ディーゼル ICEV、パラレルハイブリッド⾃動⾞(HEV)、EV(150 マイル、300 マイ
ル、500 マイルの 3 つの航続距離)、FCEV の 4 つを検討する。この分析では、プラグインハイブリ
ッド⾃動⾞(PHEV)は考慮しない。⾞両クラス 3〜8(10,000 ポンド以上)と、バスを除く⽶国の
MHDV の全運⾏範囲をカバーする市場分野を考慮する。 
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図 2. 主要シナリオにおけるいくつかの中型および⼤型⾞市場分野の総運転コスト 
 

図 2 は、さまざまな⾞両技術といくつかの市場分野における中⼼的な前提条件で⽐較したものであ
る。短距離⽤途(⼩型・中型・中型[クラス 3-6]の⼤半で、エネルギーと排出ガスの割合はわずか)で
は、資本コストが TCD の最⼤の要素であり、重量⾞(クラス 7-8)の⻑距離⽤途では燃料コストが最
⼤の要素となっている。EV は効率が最も⾼く、メンテナンスコストが最も低いため、⾼い VMT ア
プリケーション(⻑距離など)ではコスト削減が拡⼤するが、航続距離の制約とルート中の充電時間
の機会費⽤(ここでは＄75/h としている。機会費⽤の⾒積もり⽅法の詳細については、補⾜情報のセ
クション S3 を参照)により、トレードオフが発⽣する可能性がある。図 S5.1 は、すべてのシミュレ
ーション年におけるこれらの⾞両技術の TCD を⽰している。 

 
図 3 は、ZEV がディーゼル⾞(ICEV と HEV の両⽅を含む)に対して TCD ベースで競争⼒を持つよ
うになる時間軸をプロットしたものである。⼀般的には、資本コスト、運⾏コスト、VMT の相互作
⽤により、ZEV 技術がパリティを達成するタイミングが決まる。2032 年までに(多くの場合 2030 年
より前)、ZEV はバッテリーコストの低下により、⼩型・中型(クラス 3)および中型(クラス 4〜6)の
トラッククラスでディーゼル⾞と同等の TCD を達成する。航続距離が 150〜300 マイルの短距離
EV は⽇々の VMT が短く、より⼤型で⾼コストバッテリーを搭載した EV の必要性が少ない短距離



8 

 

⽤途と地域における⽤途で同等になる。⼤型トラック(クラス 7〜8)や、より⻑距離(500 マイル超の
運⾏距離)を⾛⾏するトラックは、2030 年以降に同等になる。これらの市場分野では、FCEV は EV
よりも早くコストパリティを達成しているが、これは燃料補給時間の機会費⽤損失によるペナルテ
ィを受けないことに起因している。EV の場合、ルート上の充電に費やす時間は、毎⽇の⾛⾏距離、
充電速度、⾞両航続距離によって異なる。航続距離が 500 マイル、充電速度が 500kW の⻑距離クラ
ス 7〜8 の EV は、シフトごとに燃料補給は 10 分から 2 時間費やすと推定されている(1 ⽇の⾛⾏距
離とバッテリーサイズによって異なる)。この時間の機会費⽤は、$75/h に相当する (Hunter ら 15)。
すべての⾞両アプリケーションにおいて、少なくとも⼀つの ZEV 技術が 2035 年までにディーゼル
と同等になることがわかっている。ZEV 技術の GHG 排出削減ポテンシャルは、2019 年におけるテ
ールパイプ GHG 排出量として定義され、⻑距離アプリケーションで使われる⼤型トラックで最も
多くなる。⼀般的に⼤型トラックは、⼩型・中型・中型トラックよりも燃費が悪く、VMT が⼤きい
傾向があるため、排出ガス削減ポテンシャルが最も⼤きくなっている。主要シナリオでは、ZEV は
2034 年までにこれらの分野で同等になることがわかった。短期的(2030 年)には、最も⼤きい効果を
発揮するのは、短距離で運⾏するクラス 3 トラックに EV を導⼊することである。 

 

 
図 3. TCD パリティと GHG 排出削減の可能性:MHDV クラス別、市場分野別、主要シナリオ  
EV のシンボル(EV-150、EV-300、EV-500)は、EV の航続距離をマイル単位で表している。マイレージラベル(0〜99 マイ
ル、100〜249 マイルなど)は、市場における主な運⾏距離を⽰している。GHG 排出削減ポテンシャルは、2019 年におけ
るテールパイプ CO2e 排出量から⾞両クラス別、運⾏距離別に推計し、セグメント全体がゼロエミッション化した場合の
排出削減量を⽰している。TCD パリティは、⾞両購⼊コストと、運⽤開始から 3〜5 年間の燃料費とメンテナンスコスト
を考慮して計算される。⾊あいは、従来技術と最初に TCD 同等を達成したゼロエミッション技術を指す。他のゼロエミッ
ション技術は、その後 TCD パリティに達し、コスト競争⼒を持つようになる可能性があるが、⽰されていない。たとえ
ば、⻑距離分野(500+マイルの運⾏距離)の⼤型⾞の EV-500 は⽰されていないが、2035 年(500〜1000 マイルの運⾏距離)
と 2045 年(1000+マイルの運⾏距離)の間で TCD パリティを達成している。 
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図 4. 主要シナリオにおける⾞両クラス・技術別販売シェア、保有シェア、GHG 排出量  
航続距離 100〜300 マイルの EV の販売は、クラス 3〜6 で 2030 年より前に⼤幅に増加し、FCEV の販売は 2030 年から
2050 年の間に増加する。2030 年以降、より多くの ZEV が採⽤されるため、クラス 7〜8 において最も⼤きな排出削減が
もたらされる。 
 
図 4 は、TEMPO モデルを使⽤して計算した主要シナリオにおける MHDV の販売、保有、および
排出量の経時的な予測を⽰している。⾞両販売は、TCD に基づくロジット公式を使⽤して推定して
いる(STAR ⼿法のセクションで詳しく説明)。統合⾞両保有モデルは、既存の保有台数の経年変化に
より、新規⾞両の需要を推定した(詳細については、補⾜情報の STAR ⼿法セクションおよびセクシ
ョン S4 で説明)。エネルギー消費量と GHG 排出量は、各市場分野の⾞両保有台数と VMT に基づ
いて推定した。主要前提の条件下では、ZEV の販売は 2030 年に 38%に達し、その⼤部分は中⼩型・
中型⾞クラスと短距離 EV に集中すると推定している。この期間中、年間エネルギー⾒通し(AEO)
の予測に基づいて、総 VMT は 2019 年⽔準と⽐較して 10%増加すると予測されている。2,16,34 VMT
の増加と保有台数代替の鈍化により、ZEV の保有は 2030 年にわずか 5%であり、排出量の減少は
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2019 年と⽐較してわずか約 3%である。2040 年までに、ZEV の販売シェアは 97%に達し、2019 年
と⽐較して ZEV の保有シェアは 41%、排出量は 31%削減される。FCEV は、2030 年代から 2040
年代にかけて、特に重量物や⻑距離の市場セグメントで販売台数が増加すると予測されており、2040
年には⾃動⾞販売台数の 25%、⾞両保有台数の 10%を占める。2045 年までに、ZEV の販売は 99%
に達する。2050 年の保有は ZEV が 73%(EV 56%、FCEV 17%)で、VMT の増加は 33%と予測され
ているにもかかわらず、2050 年の排出削減は 2019 年⽐で 65%となる。 
 
IRA（Inflation Reduction Act：⽶国インフレ抑制法）の⾞両購⼊税額控除の影響  
次に、2022 年の IRA の下で制定された商⽤クリーン⾃動⾞クレジットの影響を評価する。商⽤クリ
ーン⾃動⾞クレジット(条項 45W)は、プラグインハイブリッド⾞の⾞両購⼊価格の 15%(本研究で
は考慮されていない)、EV および FCEV の⾞両購⼊価格の 30%、または同等の ICEV と⽐較した⾞
両の増加コストのいずれか低い⽅の税額控除であり、クラス 4〜8 で最⼤ 40,000 ドル、クラス 3 で
7,500 ドルである。35 この税額控除を TCD 分析に組み込んでいるが、再⽣可能電⼒および⽔素製造
への補助⾦(条項 45/45Y および 45V)、燃料補給インフラへの補助⾦(条項 30C)、⽶国で製造された
バッテリーへの補助⾦(条項 45X)など、燃料および部品の価格に影響を与える IRA の他の側⾯に関
する明確なモデル化は⾏っていない。しかし、私たちの主な前提条件は、ZEV 技術と⽔素コストの
改善を達成するために投資とインセンティブを必要とする DOE シナリオに暗黙のうちに沿ったも
のと想定している。 
 
⾞両購⼊クレジットにより、ZEV、特に EV は、⼤幅に早い時間軸でディーゼル⾞と同等の TCD を
達成する(図 5)。中型⾞の場合、⼤半の⾞両は 2026 年までに TCD パリティを達成する(主要前提よ
りも 1〜4 年早い)。普及に遅れが⽣じないで市場に馴染むと仮定すると、2023 年から 2032 年の間
に、70 万台の⼩・中型⾞が販売され、ZEV は 480 億 VMT となり、テールパイプ CO2e 排出量は
33MMT の削減となる。中型⾞の場合、⼤半の⾞両は 2023 年または 2024 年までに TCD パリティ
を達成し(主要前提よりも 3〜9 年早い)、その結果、さらに 110 万台の⾞両が販売され、ZEV は 810
億 VNT、テールパイプ CO2e 排出量は 73MMT の削減になる。⼤型⾞の短距離市場分野は 2027 年
から 2030 年の間に同等となる(インセンティブがない場合の 2034 年と⽐較して)。2034 年も、地域
内物流市場と⻑距離物流市場分野は同等性を達成し続けており、TCD ベースでは FCEV が依然と
して最もコスト競争⼒が⾼いとされる。TCD パリティに到達するための時間的変化がないのは、
FCEV において TCD の競争⼒に対する主な障壁となっているのは、燃料コストが⾼いことであり、
これは主要シナリオから変わらないためである。2023 年から 2032 年の間の EV における購⼊コス
トの低下は、TCD パリティに達するほど⾼くはない。しかし、EV は TCD パリティに近づき、IRA
の⾞両購⼊クレジットの効果でより⾼い市場シェアを達成する。これにより、合計 90 万台の⾞両が
販売され、ZEV での⾛⾏距離が 230 億マイル増加し、⻑距離および短距離の⼤型市場セグメント全
体で 29MMT の CO2e が削減される。2032 年以降、税額控除が期限切れになると仮定すると、ZEV
の販売は主要前提と同じ軌道をたどり、⾞両購⼊価格が主要軌道に戻る。このシナリオでは、製造
のスケールアップや IRA 税額控除によって⽣じるかもしれない学習によるさらなるコスト削減は
考慮されていない。IRA 税額控除により、ZEV の保有は主要シナリオの 5%から 2030 年には 20%
に増加し、2030 年の排出量は 2019 年と⽐較して 8%削減される(主要シナリオでは 3%削減)。2040
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年には、ZEV の保有は主要シナリオの 41%から IRA 税額控除により 55%に増加し、2019 年と⽐較
して 39%の排出削減が実現する(主要シナリオでは 31%)。最後に、2050 年には、ZEV の保有は主
要ケースの 73%から IRA では 81%に増加し、排出量は 2019 年と⽐較して 70%削減される(主要シ
ナリオでは 65%)。これにより、累積的に、2019 年から 2050 年までの MHDV GHG 排出量は、主
要シナリオと⽐較して 6%削減される。 
 

 図 5. インフレ抑制法商⽤クリーン⾃動⾞(条項 45W)が MHDV クラス別・市場分野別 ZEV TCD
パリティ年に与える影響 

商⽤クリーン⾃動⾞クレジットは、ZEV が TCD パリティに到達する時間を⼤幅に短縮し、短期的な市場導⼊を可能にす
る。EV ラベル(EV-150、EV-300、EV-500)は、EV の航続距離をマイル単位で表わす。マイルラベル(0〜99 マイル、100
〜249 マイルなど)は、市場分野における主な⾛⾏距離を⽰している。GHG 排出削減ポテンシャルは、2019 年のテールパ
イプ CO2e 排出量から⾞両クラス別、⾛⾏距離別に推計し、セグメント全体がゼロエミッション化した場合の潜在的な排
出削減量を表している。TCD パリティは、⾞両購⼊コストと、運⽤の最初の 3〜5 年間の燃料費とメンテナンスコストを
考慮して計算される。⾊は、従来の技術と最初に同等のコストを達成するゼロエミッション技術を表す。⽰していないが、
他のゼロエミッション技術は、その後 TCD コストパリティに達し、コスト競争⼒を持つようになる可能性がある。 
 
代替シナリオ: 燃料と技術 
我々の検討結果は、将来の技術属性や燃料コストを取り巻く前提条件にかなり敏感であり、これら
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は⾮常に不確実である。短距離⽤途では全クラスで初期資本コストが TCD 削減の最⼤のポイント
であり、⻑距離⽤途では燃料コストが TCD の中でより⼤きなシェアを占める(図 2 を参照)。 
燃料コストと将来の技術進化が ZEV の導⼊に与える影響をより深く理解するため、より保守的な
ZEV 技術の進歩、ディーゼル技術のより⾼度な技術の進歩、さまざまな燃料コストの仮定など、主
要な前提条件のバリエーションを探る 10 のシナリオの組み合わせを評価した(表 2 を参照)。 
表 2. 燃料と技術のシナリオ 

 
図 6 は、これらの代替シナリオの GHG 排出量への影響を、我々の主要な前提条件と⽐較してプロ
ットしたものである。 

図 6.  前提条件を変えた場合の 2035 年における MHDV 販売と 2050 年の GHG 排出量の感度(主
要シナリオと⽐較)  
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販売シェアと排出量は、市場分野や⾞両クラスによって VMT と燃費が異なるため、必ずしも互いに⽐例するわけではな
いことに注意が必要である。 
ZEV の資本コスト低下と燃費改善速度が遅いことを前提とする Cons. ZEV Tech Progress シナリオ
は、2050 年の排出量増加が最も⼤きく(メインの前提条件よりも CO2e は 159MMT 増加し、2019
年と⽐較して GHG 排出量削減は 28%にとどまる)、ZEV の販売が最も低くなる(2035 年に ZEV の
販売が 23%、2050 年に 70%になる。主要前提条件と⽐較すると 94%と 100%になる)。むしろ、
ICEV 技術がより急速に進歩し、資本コストが削減され、燃費が向上する場合(Adv. ICEV & HEV 
Tech Progress シナリオ)、排出ガスと ZEV 導⼊に及ぼす影響は⼩さくなり、CO2 e 排出量は 12MMT
で、2035 年の ZEV 販売は 87%、2050 年の ZEV 販売は 99%となる。 
過去の最低価格に基づく軽油価格の低下(Low Diesel シナリオ)は、排出量に対し 2 番⽬に⼤きな影
響を与え、GHG 排出量が 106MMT 増加し(2019 年⽐で 40%削減)、2035 年の ZEV 販売シェアが
75%(2050 年までに 95%)になる。保守的な⽔素コストと電⼒コストの組み合わせ(Cons. Hydrogen 
& Electricity シナリオ)は、燃料⽣産と燃料補給ステーションの建設コストの増加、ステーションの
利⽤率の低下などの要因によって発⽣する可能性がある。それらは同様の影響を及ぼし、その結果、
2050 年の GHG 排出量は主要前提条件と⽐較して 77MMT 増加する。 
その他の感度は、GHG の総排出量への影響が少なく、むしろ EV と FCEV のトレードオフを変える
可能性がある。保守的な⽔素または電⼒コスト (Cons. Hydrogen および Cons. Electricity シナリ
オ) は、FCEV あるいは EV 技術が他の技術に置き換えられることが多い時は、2050 年の GHG 
排出量を 10 〜 30 MMT 増加させる。⽔素または電⼒に対する楽観的な仮定は、反対⽅向への同
様の⼤きさを持っている。Adv. Electricity シナリオでは、2050 年の排出量を主要前提条件よりも
21MMT 削減し、2050 年の EV 保有は増加する(EV62%と FCEV12%)。Adv.⽔素シナリオでは、
2050 年の排出量を 5MMT 削減し、FCEV の保有を増加させる(EV の 51%と FCEV の 22%)。より
楽観的な感度(より有利な電⼒、⽔素、または軽油価格の仮定)の中で、軽油価格の上昇(2023 年から
2050 年までの平均 1 ガロンあたり価格はむしろ 4 ドルではなく 6 ドル/ガロン)は、主要前提条件と
⽐較して最⼤の排出削減(2050 年に 49MMT の追加、または 2019 年と⽐較して 76%の排出削減)を
もたらすことがわかった。 
 
さらに、航続距離が 150 マイルの EV(EV-150)では、航続距離の制約があるために運送事業者が運
⾏可能とは⾒なさないシナリオ(EV-150 なしシナリオ)も考慮した。このシナリオは、航続距離の不
安や EV-150 の業務を妨げる航続距離要件などの懸念があるため、航続距離の短い EV を技術オプシ
ョンとして除外する意味を探ることを⽬的としている。M/HDV 技術の選択肢から EV-150 を除外
すると、短期的には ZEV の販売が⼤幅に減少し(2030 年の ZEV の販売は 13%、主要シナリオでは
38%)、EV と FCEV のバランスが変わる。⻑距離⽤途の EV は初期費⽤が⾼く、⾛⾏距離の短い市
場分野での競争⼒が低いため、短距離⽤途では、航続距離の⻑い EV よりも FCEV の⽅が多く購⼊
される。⻑距離⾛⾏における排出ガスは、短距離 EV と FCEV の代替により、⼤きな影響を受けな
い。ZEV の販売は 2040 年までに 88%、2050 年までに 99%に達し、2050 年の排出量は 2019 年と
⽐較して 61%削減される。FCEV の保有は 2050 年までに 43%に増加し、EV の保有は 21%で、残
りは ICEV と HEV となる。 
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図 7 は、いくつかの市場分野について、2035 年の燃料コストの前提条件の変更に対する我々の主要
な調査結果の感度を⽰している。これらの調査結果には、IRA の⾞両購⼊税額控除の影響は含まれ
ていない。EV と FCEV はどちらも、複数の市場分野において TCD ベースで競争⼒を持つことがで
き、脱炭素化のための代替⼿段、場合によっては補完的な選択肢を提供する。短距離の⼩・中型 ・中
型市場分野では、航続距離 150〜300 マイルの EV は、TCD ベースでディーゼル⾞と競争⼒があり、
充電コストは$0.35 から$0.4/kWh 未満である(経路充電と⾞庫充電の両⽅での平均)。FCEV は、TCD
ベースで$6 から$7/ kg 未満で競争⼒がある。⼤型⾞の場合、市場分野間の不均⼀性が⾼くなる。短
距離⽤途(年間 10,000 マイル未満)では、EV-150 は平均充電コストが$0.38/ kWh 未満で競争⼒があ
るが、他の短距離および地域内物流(年間 68,000〜93,000 マイルを⾛⾏)の場合、このコストは$0.18
から$0.25/ kWh まで変動する。年間 100,000 マイル以上を⾛⾏する⻑距離市場分野では、資本コス
ト、ルート中の充電時間による機会費⽤、燃料費の節約のトレードオフの結果として、⻑距離(500
マイル)EV は、0.5MW の充電速度で平均充電コストが$0.17 から$0.18/kWh 未満でディーゼル⾞と
競争⼒を持つようになる。0.5MW ではなく 1MW の充電速度を想定した場合(ルート充電の機会費
⽤を削減)、⻑距離 EV は、平均充電コストが$0.22/kWh 未満の場合、⻑距離市場分野で競争⼒があ
る。この分野には、さまざまな運⽤および給油要件(たとえば、チームおよびマルチシフトの運転と
シングルシフトの運転)があり、その結果、運⽤・給油条件と価格ポイントが多様化する可能性があ
ることに注意が必要である。ここに⽰す結果は平均的な推定値である。FCEV は、TCD ベースでほ
とんどの⼤型⾞市場分野でコスト競争⼒を持つためには、⽔素コスト(⾞両供給時)が$5/kg であるこ
とが必要である。補⾜図は、2035 年に 0.5MW と 1MW の充電速度で、すべての⼤型⾞市場分野の
TCD ベースでのコスト競争⼒を⽰している(図 S5.2 および S5.3)。これらの調査結果は、技術コス
トと軽油価格に敏感である。ZEV 技術の進歩がさらに進むと想定される 2050 年には、⻑距離の⼤
型⾞は$0.26/kWh 以下(1MW 充電は$0.29/kWh 以下)、FCEV は⽔素コスト$6/kg 以下で競争⼒を
持つようになる(図 S5.4)。EV と FCEV の市場シェアは、⻑距離分野の燃料コストに⾮常に敏感で
ある。⽔素コストの増加または充電コストの減少 により、2 つのテクノロジー間のトレードオフが
変化する。 
 
考察と結論  
⽶国の MHDV 分野全体における EV と FCEV の経済競争⼒を TCD ベースで評価し、⾞両販売、保
有台数増加、エネルギー使⽤、GHG 排出にどのような影響を与えるかを評価した。政府と産業界が
検討した技術コストと燃料価格の予測と、⽶国エネルギー省の⾼度な技術進歩シナリオの達成によ
り、我々の調査結果は、EV と FCEV の両⽅を含む ZEV 技術が、2035 年より前に複数の⾞両クラス
と市場分野にわたり、従来型およびハイブリッドディーゼル技術と TCD ベースで競争⼒を持つこ
とができることを⽰している。⼩・中型、中型⾞クラス(クラス 3〜6)では、2032 年までにすべての
⾞両と⽤途において、主要シナリオと多くの感度で EV の TCD の競争⼒が達成される。⼤型⾞ク
ラスでは、主要シナリオの仮定に基づき、EV は 2035 年までにすべての短距離および⼀部の⻑距離
市場分野で TCD 競争⼒を達成する。2035 年には、EV は、充電コストが$0.35 から$0.4/kWh を下
回る時、すべての⼤型⾞で充電コストが$0.17/kWh 以下(⼀部の分野では最⼤$0.38/kWh のコスト
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競争⼒を持つ)を中⼼とする主要前提条件の下で、すべての短 ・中距離、中距離市場分野において TCD
ベースでコスト競争⼒を持つことになる。充電時間にペナルティが課せられるため、充電速度の⾼
速化(0.5MW ではなく 1MW)により、地域および⻑距離分野での EV TCD の競争⼒が⾼まり、2035
年には$0.22/kWh 以下の充電コストでディーゼル⾞と競争できるようになる。⻑距離⼤型市場分野
における FCEV は、⽔素コストが$5/kg 未満であれば 2035 年より前に、TCD ベースでコスト競争
⼒を持つようになり、⽔素コストが$7/kg を下回れば、この期間中に⼀部の短 ・中距離、中短距離⽤
途で競争⼒を持つことができる。技術進歩により、主要シナリオでは、2030 年までに 38%、2046 年
までに 99+%の ZEV 販売が達成される。TCD が⾃動⾞の導⼊を促進する場合(つまり、各⾞両クラ
スおよびセグメントで最も安価な技術が採⽤される場合)、TCD パリティに達すると、ZEV の需要
が急速に増加する可能性がある。ZEV の販売が急速に拡⼤し、市場シェアがほとんどなかった状態
から約 10 年で完全に⽀配的になるため、充電および燃料補給インフラ、製造能⼒、労働⼒、および
経済の⼤幅なスケールアップが必要になる。これらはここでは考慮していないが、個別調査の対象
となっている。例えば、Knehr らは、現在のメーカーの発表に基づいて、現在から 2035 年までの間
に、⼩型⾞、中型⾞、⼤型⾞の需要を満たすために、⽶国で製造された⾃動⾞⽤リチウムイオン電池
の⼗分な供給が利⽤可能になると予想している。37 Atlas Public Policy は、現在、計画中および潜在
的な⼤型 ZEV の⽣産能⼒は、年間最⼤ 295,000 台⽣産可能と推定している。これは⽶国の年間⼤型
⾞販売台数の 59%を占めることになるが、時期は明らかにされていない。38 さらに、⽶国エネルギ
ー省は、⽶国では年間 100 万台以上の充電器を⽣産する既存または計画されている能⼒があり、そ
のうち急速充電器が 6 万台含まれていると推定している。39 これらの研究は、業界が ZEV 導⼊の迅
速なスケールアップを可能にするために必要な複数の製造およびサプライチェーンの変⾰に取り組
んでいることを⽰している。 
 
2050 年までに、ZEV への急速な移⾏により、GHG 排出量は⼤幅に削減され、政策がない場合の
2019 年のレベルと⽐較して 65%、IRA の⾞両購⼊税額控除を考慮すると 70%が削減される。⾞両
の代替を加速する政策や、従来の技術(持続可能な液体燃料など)からの GHG 排出量を削減する政策
は、排出量をさらに削減する可能性がある。Hunter et al.15 および Burke et al.24 では、EV は TCD
ベースでより⼩型および短距離の市場分野で最も競争⼒があり、FCEV は⻑距離分野で競争⼒があ
ることがわかった。これは、EV の充電時間が⻑く、経路充電コストが⾼いため、かなりのコストが
かかるためである。短距離分野では、EV の充電コストは最も安く、最⼤で＄0.5/kWh である(この
分析では、より⾼コストの調査は実施していない)。地域および⻑距離分野では、⽔素コストが＄6/ 
kg 未満の場合、FCEV はディーゼルと TCD ベースでコスト競争⼒がある。EV は、充電コストが
＄0.26/kWh(または 1MW の充電で 0.28 ドル/kWh)未満の場合、TCD ベースでコスト競争⼒があ
る。航続距離が 150 マイルの EV が利⽤不可能になると、短期的には ZEV の販売が⼤幅に減少し、
航続距離の⻑い EV の初期費⽤が⾼く、⾛⾏距離の短い市場分野では競争⼒が低いため、EV と FCEV
のバランスが変わる。全体として、EV と FCEV のトレードオフは、特にバッテリーの技術コストの
不確実性、⽔素コスト、EV の充電コストに⼤きく依存しており、これは⽤途、時間、地域によって
⼤きく異なると予想される。40,41 この不確実性は、さまざまな MHDV ⽤途における EV と FCEV の
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両⽅の技術について、さらなる実証試験とデータ収集が必要であることを⽰している。EV や FCEV
の普及を⽀えるためには、EV 充電や⽔素充填インフラの導⼊が必要であり、近い将来(2030 年以前)
には⾞庫や固定ルートでのインフラの地域展開が必要となり、より⻑い時間軸での経路ネットワー
クの漸進的な構築が必要になる。充電と燃料補給のコストは、規模の経済とステーションの利⽤率
に⼤きく影響される。競争⼒のあるコストを達成するためには、効率的な⽴地、有利な電気料⾦設
計、および燃料(⽔素)の⼤量⽣産が必要である。 
  

図 7. 燃料コスト感度 : 2035 年、主要技術の前提条件といくつかの市場分野 
＄4/ガロンの軽油と 0.5MW の充電を想定した結果である。⼀部の短距離市場分野では、すべての EV クラス
が TCD ベースでディーゼル⾞と競争しており、充電コストは＄0.35 から＄0.4/kWh 未満である。FCEV は、
⽔素コストが＄7/kg 未満、⻑距離⼤型⾞分野で＄5/kg 未満で、⼩・中型、中型分野において TCD ベースで
競争⼒がある。このシナリオは、IRA ⾞両購⼊税額控除の影響は含まれていない。 
政策により、技術の移⾏はさらに加速し、排出量を削減することができる。2022 年インフレ抑制法
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の商⽤クリーン⾃動⾞クレジット(条項 45W)は、ZEV が TCD 競争⼒を達成するために必要な時間
を最⼤ 9 年間短縮し、クリーン技術に対する強い需要を効果的に確保することができる(供給とイン
フラの制限により導⼊は制限される可能性がある)。⽔素製造税額控除は個別にモデル化されていな
いが、⽔素製造税額控除は⽔素コストの⼤幅削減を可能にするため、FCEV 技術は特定の⽤途でも
競争⼒を持つことができ、急速な変化が起こる可能性が浮き彫りになっている。この移⾏を加速す
ることによる排出量への影響は⼤きい。2050 年の排出削減は 2019 年と⽐較して 65%から 70%に増
加し、累積排出量は 6%減少する。これらの⾞両税額控除は、ICEV のコストパリティに近いため、
主に短距離 EV の導⼊を⽀援する。⻑距離 EV の導⼊は、この研究でモデル化された⾞両購⼊価格の
引き下げに加えて、インフラスの拡張、急速充電または燃料補給時間、燃料コストの削減によって⽀
援される可能性がある。電気代と⽔素コストを低く抑えることは、⻑距離 ZEV の TCD 競争⼒の重
要な決定要因である。我々の分析には、将来の技術の進化や燃料コストなど、⼤きな不確実性が内在
している。私たちの主要な調査結果は、ZEV の⾼度な技術進歩を前提としており、バッテリーパッ
クのコストは 2050 年までに＄50/kWh に達し、燃料電池のコストは＄60/kW に達し、⽔素は 2035
年までに⽣産、輸送、分配を含めて＄4/kg に達すると予想している。ZEV 技術の進歩をより保守的
にみると、ゼロエミッション MHDV の TCD 競争⼒は⼤幅に遅れ、その結果、2050 年の排出削減
は 2019 年と⽐較してわずか 28%であり、主要前提条件の下では 70%には届かない。⽔素と電⼒の
コストをより悲観的に仮定をすると結果に⼤きな影響を与えるが、どちらか⼀⽅の燃料のみのコス
ト変動はそれほど影響しない。相対的な燃料コストの影響が少ないのは、EV と FCEV が市場シェア
をめぐって互いに競争しているためである。⼀⽅の技術運⽤コストが変化すると、もう⼀⽅の技術が
販売に占める割合が⼤きくなる。最後に、軽油価格の⾼騰は、両⽅の ZEV 技術の販売に⼤きなプラ
スの影響を与える。 
この研究は、⽶国における商⽤ MHDV の TCD 競争⼒と脱炭素化の可能性について、部⾨全体で独
⾃の視点を提供している。これまでの研究とは異なり、⽶国の商⽤⾞市場全体を考慮し、貨物移動や
その他の⽤途(例えば、営業⽤⾞両)のためのすべてのトラッククラスをカバーしている。ゼロエミッ
ション技術と燃料の継続的な進歩により、MHDV 分野の⼤規模な変⾰は経済性に基づいて実現可能
であり、税額控除を通じてさらに加速することができ、その結果、今世紀半ばまでに⼤幅な脱炭素
化が可能になることがわかっている。経済的な観点から⾒ると、ZEV 市場は、特に IRA のインセン
ティブを考慮すると、幅広い MHDV アプリケーションにわたって急速に成熟する間際にあることを
⽰している。中型および⼤型の ZEV の需要が今後数年間で⼤幅に増加する可能性があると予想され
るため、インフラと製造のスケールアップ、電⼒網の準備、⼤幅なコスト削減と排出削減の実現を可
能にするための多くの利害関係者の関与など、導⼊を可能にするための将来を⾒据えた投資が必要
である。 
 
研究の限界  
この分析では、TCD に基づいて潜在的な ZEV の販売を推定しているが、導⼊に影響を与える可能
性のある他の要因は考慮していない。我々のシナリオでは、新⾞の需要が急速に増加する可能性が
あることを⽰唆されており、特に ZEV の販売シェアが 38%から 94%に増加する 2030 年から 2035
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年の間に増加する。実際には、この拡⼤は、⾞両の供給、充電および燃料補給インフラの制限、労働
⼒の制約、またはその他の供給関連要因によって制約される可能性がある。42,43 2 番⽬に関連する考
慮すべき事項は、中古⾞の市場である。我々は、⾞両が⽣涯にわたって指定された市場分野に留まる
と仮定している。実際には、中古⾞は、その寿命の中で市場分野間で移動する可能性がある(たとえ
ば、⼤型⾞は経年劣化に伴い⻑距離から短距離の⽤途にシフトする)。この仮定は、⾞両が販売され
る初期市場分野での導⼊率に応じて、プラスまたはマイナスの影響を与える可能性がある。最後に、
鉄道、海上、陸上輸送モード間のシフトや、トラックの移動⾏動や移動距離の変更など、貨物分野の
将来の物流上の変化は考慮していない。今後の研究分野には、モードシフトや物流の変更など、潜在
的な市場変⾰の分析、ZEV の導⼊を完全にサポートするためのインフラと充電ニーズの詳細な分析、
業務⽤⾞両の運⽤プロファイルのさらなる分析、電⼒や⽔素製造分野を含む ZEV の導⼊拡⼤につれ
て、オンロードと供給サイドの排出量の共通の分析が含まれる。 
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